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　　　　　　　　　　　　第1章序　　論一問題提起一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　イギリスにおける国家の経済に対する役割が，日本の場合と異なる特色の一つは，伝統的な自由
放任思想にもとつく自由競争を背景としていたことである。すなわち，国家は直接の関与者として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2　ではなく，経済秩序の外でいわぽ審判官，調整者，保護者としての役割を果たしていた。
　このような自由放任思想に立脚する法体系下で，資本主義法の基調となる私有財産制，契約自由
の原則，過失責任の原則が支配していたから，イギリスにおける国家の役割は，必然的に契約の自
　　　　　　　　　　　（3）由を擁護するためであった。それ故に，国家は積極的に経済生活に関与することをしなかった。
　しかしながら，世界諸国における資本主義の発達とそれにともなう競争の激烈化とによって，イ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4　ギリスの世界市場に占める地位は，19世紀末から徐々に後退していった。そこで，イギリス政府は，
自国の産業を育成し市場に占める地位を回復させるために，積極的に経済生活に関与していった。
　しかし，イギリスは基本的には伝統的な自由放任思想及び国民の高度な権利意識を背景として，
その具体的顕現である政治と経済との分離を固守している。而も，イギリスは，現代に至ってさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）え，この理念を完全には放棄していない。この基本的立場のもとで，国家が経済に直接干渉する場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）合は，それ相当の合理的な理由があるときに例外的に認められていたといわれている。
　この国家の経済に対する干渉は種々の方法で行なわれているが，その対象は，第1に生産，第2
に取引，第3に分配，第4に消費であった。その中で，商品取引を中心として構成されている資本
主義体制下においては，国家の取引に対する干渉が極めて重要であった。国家の取引に対する干渉
の方法を大別すれぽ，第1に，国家が取引主体として商品市場に積極的に干渉する場合と，第2
に，国家が取引を主体としてでなく，アウト・サイダーとして商品市場に干渉する場合とがあるσ
　さらに，イギリスは第2次大戦後資本主義の諸矛盾を解決するために基幹産業の国有化を実施し
たが，その場合で’焉C政府が直接所有，経営をするのではなく政経分離によってパブリック・コー
ポレーション制度を採用した。他方において，現在でも，国有化の一つの方法である政府官庁企業
形態が存在している。
　本稿は，イギリスにおける政府の経済に対する具体的作用を認識するという問題意識から，取引
者としての爵に関する．モをとどめてお・うとするものである。この研究はイギリスとわが国と
　　　　　　　　　　　　　　　　（8）（9）では方法論及び法体系のちがいはあるが，わが国の政府と経済との関係すなわち政府が経済法を背
景とする国家統制権の作用として経済に関与していく論理及び実態を理解するために参考となるだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　5　一
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ろう。
　（1）わが国の産業は国家権力及びそれにともなう国家資金の援助のもとで発達してきた（現代日本産業講座
　　第1巻53頁）。山田幸男「英国の公社制度の背景と問題点」（公共企業体の研究所収）45～6頁。
　（2）J．W．　Grove，　Government　and　Industry　in　Britain，　P．389．
　（3）J．・・一ヴェイ：K．フッド（北西充訳）「イギリスの国家構造」255頁：Grove，　op　cit．　pp．6～7．
　〈4）　Grove，　op　cit．　P．18．
　〈5）PEP「政府と産業」（産業経済研究会訳）17～8頁。
　〈6）　Grove，　op　cit．　p．402，　p．389．
　〈7）グローブは，政府が主体として経済に関与する形態を，第1，生産者としての政府，第2，取引者とし
　　ての政府，第3，購買者としての政府，第4，雇傭者としての政府に分類している（Grove，　op　cit．　P．
　　389）Q　　　　　　　’
　〈8）わが国の法体系は大陸法系に属し，法実証主義にもとつく制定法優位の思想で貫かれていたが，イギリ
　　スは経験主義伝統の中で判例法主義を採用していた。」．ストレイチーは，その著「現代の資本主義」（関
　　・三宅訳）の7頁で，「認識や慣例だけがなんらかの形で有益なことを証明していると考えられている。・…
　　・…イギリスの経験主義的伝統の中であらわになったこの思想的傾向は，つねにこのようなものであった。
　　最近の経験もこのような伝統を確認するだけである」と述べている。本稿で論ずる「取引者としての政府」
　　も，このイギリス人特有の経験主義伝統の所産であった。
　（9）それ故に，イギリスでは，経済法の体系がさほど論議されていない。しかし，経済法の基盤である社会
　　的・経済的条件が，欠如しているわけではなかった。すなわち，経済法をもって「資本主義の下降期にお
　　いてその矛盾を克服する目的のもとに国家権力をもって経済を統制し，これ（経済）を独占資本のもとに
　　編成する諸法規である」（品川登「経済法の理論」社会法綜説下．所収45頂）と解するならば，この法現
　　象は，イギリスにおいてもみられるのである。
第2章歴史的背景
第1節　序
　本稿で論ずる取引者としての政府とは，政府官庁が経営主体として資産及び経営を直接管理し，
経済生活に関与する場合である。
　そこで，まず，政府が経営主体として経済生活に関与する一つの現象はどのような社会的経済的
背景のもとで問題となるかを検討する。この問題は公共企業の発達と密接な関係をもっているの
で，本章では広く公共企業の生成過程の背景を論じ，それとの関係でイギリスにおける取引者とし
　　　　　　　　　　　　（りての政府の背景を検討する。その詳細は第3章及び第4章で必要に応じて考察するときに譲り，’本
章ではごく概括的な描写にとどめる。
　（1）山田前掲書46～50頁で，山田教授も，英国の公社制度の背景を，英国における国家の重要産業・事業に
　　対する態度との関係で論及されている。
第2節1850～1873年
　1850年から1873年までの時期は，イギリス経済の繁栄期であった。この時期にアダム・スミスの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（】）自由放任思想は漸くヨーロッパ市場を風靡し，各国における国内及び植民地㊧貿易に関する制限が
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）撤廃または緩和される傾向にあった。これが）t交通の発達と相まってイギV．ス産業の発達をますま
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　　　　　　　（3）す促進させる結果となった。こうして，この時期において，イギリス商品は世界各国の市場をほと
　　　（4　んど独占し，19世紀を通じて世界市場を左右するにいたった。
　このような背景は，イギリス資本主義を発展させたが，同時に，資本主義から生ずる諸々の矛盾
を是正するために，若干の分野における政府の規制と政府官庁企業の拡大のための直接的原因とな
　（5）
った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）　1860年代セこは，公共企業がイギリスではじめて発生した。1861年に，自由党が国民貯蓄銀行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）（Nati。nal　Savings　Bank）を設立し，1869年には，国内電信が国有化された。郵便局については第4
章第2節で詳細に論及するが，若干指摘しておこう。郵便局は，1914年までに国有化された唯一の
事業であり，而も，政府官庁企業形態としてのそれであった。1869年に国内電信が国有化された背
景について，J．　W．グローブは，その著「イギリスにおける政府と産業」の中で，次のように述べ
て、隠）．「会社間の騨撰励する試みeま，常に存在していたし，その結果，サーヴ・ス及び料金
の基準には非常に変化があった。商工会議所（Chambers・f　C・mmerce）及び他の事業からの圧力，
郵便局の公共所有に関する支持とが，ディズレイリをして会社を買収するための法案を提出させ
た」のであった。
185。年織通じてのガス事業に鮒る競争の制限は自治体企業への道を開いたし，・186・年代及び
1870年代の初期には，約20の地方当局は，私企業からその事業を買い取るか，またはごく稀ではあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1o）るが，ガス事業を経営していたのである。
　（1）増田・宮下・高村・小松・五島「西洋経済史・中巻」358頁。
　（2）増田前掲書362頁，364頁。
　（3）　Grove，　op　cit．　P．12・
　（4）山中篤太郎「イギリス労働運動小史」56頁で「この独占は一一イギリス資本主義全体による独占であっ
　　た」と指摘している。
　〈5）アシュワース（尾上・行沢共訳）「国際経済史」139頁。
　〈6）　Grove，　op　cit．　P．】7・
　〈7）1868年のTelegraph　Actを参照（M．　E　Dimock，　Blitish　Public　Utilit三es　and　national　Development，
　　p．】20：Grove，　op　cit．　p．［7），而も，国有化の言葉はこのときにはじめて使用された（Oxford　English
　　Dictionary）。
　〈8）　Grove，　op　cit．　P．　i　7．
　〈9）国家干渉が如実に問題となったのは鉄道・ガスにおいてであった。鉄道は私企業によって経営されてい
　　たが，その独占的支配権が増大するにつれてそれを私企業に放任しておくことは，国民の不利益であった
　　ことを認識され，1844年に設置された調査委員会は国家の鉄道に対する干渉の必要を指摘した（増田前掲
　　書343頁）。ガス事業は当初，私企業によって経営されていた。その競争の激烈化は，ガス企業の合同を促
　　進せしめ，且つ，消費老にその競争の費用を負担させるようになったと認識されたのである。それ故に一
　　地方一企業の独占を確立していった（Gas　Works　Clauses　Act，1847）・なおGrove・op　clt・P・8・
　⑩　Grove，　op　cit・P・17・
第3節　1873～1898年
　1873年と1898年の間に，¶アメリカ・ドイツの資本主義の発達にともなって，イギリスは産業及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）商業上の支配者の地位を失ないはじめた。
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　資本主義経済に内在する諸矛盾elk　1　873年に顕在化し，不況調査王立委員会（Rep・rt　C・mmission・n
Depressi・n・f　Trade　and　Industry）を選任せしめる程の大不況時代を迎えた。その選任目的は「商
工業の種々の部門において現在乃至近時一般化しつつある不況の程度，性質のありうべき原因につ
き，また，それが立法その他の方策によって軽減しうるか否かを調査し報告する」ためであった。
そして，最終報告の結論は「利潤の欠如乃至その貧弱さ，供給過剰，諸外国の保護政策，農業購買
　　　　　　　　　　　　　（2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、力の衰退，鉄道資材需要の縮減」等の諸要因を指摘している。そして，この不況及び失業は，労資
間のはげしい対立抗争をも導くにいたった。
　こうした経済的・社会的背景のもとで，イギリスの産業人は経済生活に対する国家干渉を求める
　　　　　（3）ようになった。また，この資本主義の諸矛盾に直面して，国家は全般的な規整に関する新しい方策
を採用するようになった。それは，法体系の整備及びそれにともなう政府機関の拡張・整備であっ
（4）
た。
　この問題は地方自治体にも生じた。すなわち，ロンドンを含む地方都市における地方政治体系の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）　　　　　　　　　　　（6）改革は，1882年と】884年との問に，自治体企業の拡張の道を開いた。そして，ガスと水の社会主義
の時代とよぽれているような自治体企業の繁栄期をもたらした。この世紀の終りまでに，約170の
都市がガス事業を設立し，そのうち約70はi890年に設立された。市街鉄道は，1870年の市街鉄道法
（Tramway　Act）によって，その所有は地方自治体に，その経営は私的会社に委ねられた。所有と同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）様に地方自治体経営の原則は1890年代までには完全に行なわれなかった。そして，電灯用の電気に
ついては，1882年に最初の電灯法（Electric　Lighting　Act）が制定され，1898年と1902年の問に約60
の地方自治体企業がはじめられたのである。
　1870年代の後期に，イギリスにはじめて電話事業が私的会社によって行なわれた。しかしなが
ら，1880年の「電話は電信法の適用をうける一種の電信であり，それ故に，電話通信はまさに郵便
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）長官の権限にある」旨の高等裁判所の判決を契機として，電話事業は国有化への途をたどった。そ
れは，幾多のプロセスを経て，1912年1月1日にKingst・n－upon－hullに設置されていた地方自治体
　　　　　　　　　　　　　（9）のそれを除いて，国有化された。
　このように，公共事業の多くのものは，中央政府によるものではなく地方当局によるものであっ
（10）
た。この理由について，W．アシュワースは，その著「国際経済史」の中で，経済問題に対する国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1D（T2）家干渉は最少限にとどめるべきだという見解が大勢を占めていたとその事実を詳細に述kている。
それと同時に，イギリスの世界市場に占める地位が独占的あるいは優勢であったから，政府が直接
経済主体として経済生活に関与することを必要とするほどの切実な社会的経済的基盤が欠如してい
　　　　　（13）
たのであろう。
　（1）　Grove，　op　cit．　P．　t　8．
　（2）増田前掲書42　1頁：Grove，　op　cit．　P．18．
　（3）増田前掲書84～5頁。
　（4）　Grove，　op　cit．　op．22～3．
　（5）　Grove，　op　cit。　p．25．
　（6）1875年の共謀罪及び財産保護法（Conspiracy　and　Protection　of　Property　Act）第4条は当時の社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　8　一
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　的・経済的諸背景の影響をうけて，ガス・水道業に従事している従業員の争議行為を禁止した。すなわ
　ち，当時においては，水道及びガスは，市民生活上，住民の健康を維持するために極めて必要な存在であ
　ると考えられていたからである。而も，住民は広範囲の地域に公平なサーヴィスが与えられるべきことを
　求めた（本章第2節註（9）参照）。この趣旨は，］875年のPublic　Health　Act（Sect．5Dに明確にあらわれ
　ている。こうして，地方自治体はガス・水道の経営にのりだしたのである（Dimock，　op　cit．　P．33）。なお
　共謀罪及び財産保護法第4条は，1919年の電力（供給）法によって電気事業に拡張された。
（7）　Grove，　op　cit．　p．25．
（8）　Attorney・General　v．　Edison　Bell　Telephone　Co．　of　London　Law　Reports，（】880）6Ω．　BD，244．
（9）Dimock，　op　cit．　P．120．
⑩　Dimock．　op　cit．　PP．33，37～8．
⑪　アシュワース前掲書140頁，151～2頁Q
⑫　地方自治体企業運動については，Grove，　op　cit．　pp．25～6．
㈲　20世紀における国家干渉について，J．ストレイチーは「国家が生産過程に参加することをよぎなくされ
　た理由の一つは，事態が成行きのままに放置された場合，経済はますます不安定への悲惨な傾向を示すこ
　とが，苦しい経験をとおして発見されたことである」（前掲書3Q頁）と述べている。しかしながら，19世
　紀のこの時期においては，イギリスは，そこまで深刻な経験をしなかったために，国家が生産関係に参加
　しなかった。ス5レイチーのこの若干の指摘から，本文のことを推測しうるのである。
第4節1899～1913年
　1873年から1898年までの断続的大不況時代及び世界市場における独占的地位の喪失を経験したイ
ギリスは，この国際競争力及び不況に対処するために，従来の古典的な自由放任の態度を改変し，
　　　　　　　　　　　　　　（1）組織の再編成を行ないはじめた。すなわち，イギリスの産業界が自由競争を制限するようになった
　　　　　　　　　　　　　　　（2）のもこの一つのあらわれであった。かくして，独占の研究者マクロスチィーは，1899年頃は，アメ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）リカの模倣として，企業合同が大いに進んだと指摘している。そして，今日イギリスを支配する巨
大産業たとえば」Associated　Portland；Wall　Paper　Manufactures；Imperial　Tabaceo；Calico　Printers’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）（5）Ass・ciati・nは，1898年から1901年までに発生した。
　このような企業の発生は，向時に，生産の集積をもたらし，独占自体を準備するとともに，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）形成，展開基盤をともなbて，、独占の成立，確立をおしすすめた。かくして，独占資本主義または
経済帝国主義の時代に突入するとともに，国家の役割が極めて重要となってきた。
　こうして，1900年までのイギリスにおける国家の役割は，いわゆる夜警人（Nightwatchman）で
あるにとどまり，而も，ほとんど審判官以上のものではなかったが，20世紀の初頭から徐々に，国
家はあらゆる分野における繁栄と同じようにすべての経済の全般的進歩を増進するために積極的な
　　　　　　’　　　　　　　　　　（7）責務をもつようになったのである。
　（1）　Grove，　op　cit．　pp．28～9．
　（2）増田前掲書477頁。
　（3）H．W．　Macrosty，　The　Trust　Movement　in　British　Industry（1907），　Passim．越村信三編「最近の独
　　占研究」202頁，山中前掲書86頁。
　（4）Grove，　op　cit．　p．27．増田前掲書477～8頁。
　（5）荒井政治教授は，その著「イギリス近代企業成立史」146頁で，「イギリス産業史上最初の企業合同であ
　　り，大塩業トラストと呼ばれたSalt　Unionは1888年に設立されたが，それは・……・イギリス全製塩高の91
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一9　一
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　パーセントを占める大会社であって，その公称資本金は400万ポンド・……・の多きに上った。また，1898年
　に40の企業を合併して設立されたFine　Cotton　Spinners　and　Doublers　Association　Limitedのばあい，
　その創業資本は675万ポソドであった」と述べ，巨大企業の生成を指摘している。ちなみに1895年の主要
　産業会社の資本1社当り平均は，約23万ポンドであった（荒井前掲書147頁掲載の表，参照）。
（6）増田前掲書471頁。
（7）Grove，　op　cit，　p．29；山中前掲書85頁。
第5節1914～1918年
　第1次世界大戦は，イギリスにおける国家と産業との関係を一層緊密にした。すなわち，近代戦
争に必要な物的及び人的資源の調達の必要は，国家の産業に対する関与を必要ならしめた。イギリ
スでも，国家は戦争遂行のために直接経済生活に関与していった。
　イギリスでは，戦争当初，ウイストン・チャーチルの「平常のとおり営業する」　（business　as
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Dusual）とし1・う言葉で表現されるように，国家の経済生活に対する関与はできるだけ避けていた。し
かし，戦争の進行とともに，1916年2月に，アスキス政府は失脚し，Pイド・ジョージ政府になっ
　　　　　　　　　　　（2）（3）たときに新しい局面を導いた。
　この間の事情について，PEPの報告者は，原材料局長（Director－General・f　Raw　Materials）の
　　　　　　　　　　　　　　　　（4）言葉を引用して次のように述べている。「ますます激しさを加える戦争の苛烈さ・一…は，急速に事
態を変えた。・・一・・政府の需要は，飛躍的に増大した。一一そして，何らの指導をうけない民間企業
にこの仕事を委ねることはできないということが・次第に明らかになつくc。……適当な準備に失敗
した場合には，もっとも致命的な結果を招かざるを得ないという時期に，入手すべき供給品の量及
び性格をかれらの判断に委ねておくことであった。1916年初め以来，やっとこの問題の真の性質が
明らかになり始めた」。
　こうして，政府が産業に関与していった。そこで確立された統制は，大規模であり且つ詳細であ
った。すなわち，鉄道・鉄鋼・石炭・運河等は国家によって管理され，多くの統制は，産業生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）に，さらに，基本的な商品及び原料の価格，食糧品の分配にまで及んだ。
　近代戦争の物的資源の調達の必要は，同時に，政府をして近代的な生産主体とならしめる状態を
も惹起せしめた。生産者としての政府の誕生は，古くは1716年にカノン砲鋳物場としてW・alwich
において設立された王立造兵廠（R・yal　Arsenal）に始まるが，1914年から，造兵廠の多くの新しい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）型は，近代戦争の急速な変更の需要を充足するために，本格的に設立された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）　この国家の産業に対する関与は，同時に政府機関の拡張及び権限強化をもたらした。しかし，こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）（9）のような干渉の多くのものは，第2次大戦時と異なり，一時的且つ短期間であった。
　（1）　Grove，　op　cit。　P．36．
　（2）　Grove，　op　cit．　P．37．
　（3）アスキス政府は，第2次大戦中の政府と異なって戦時財政の認識に欠けていた。すなわち，戦争は借款
　　によって遂行できるという公共財政及び租税に関するグラッドストーン流の考えに立脚していた。したが
　　って，予算を経済政策及び社会政策の手段として使用しなかった（Grove，　op　cit．　p．73）。なお，山中前
　　掲書128頁参照。
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（4）PEP前掲書15頁。
（5）PEP前掲書15頁；Grove，　op　cit．　PP。37～48．
（6）　Grove，　op　cit．　P．400．
（7）　Grove，　op　cit．　PP。38～4］．
（8）PEPは「将来にとってもっとも興味のある先例を提供したのは統制の方法であった。管理者，統制官
　及びこれらの高級スタッフは，概して産業界自体からひき抜かれたのであり，統制e＃1－一一連の数多い委員会
　及び協議会を通じて行なわれ，これらのものは第2次大戦のそれよりはもっと簡単で且つ範囲の狭いもの
　であったにせよ，政府と産業界との関係の中に，まったく新しい要素をもちこんだのであった」と述べ（前
　掲書15頁），この特色を端的に表現している。
（9）而も，1918年に，政府がその資本を半分所有するBritish　Dyes　Ltd（1926年後のICIの前身）が，
　設立された。このように，政府の産業への積極的な関与が，顕著になってきた。
第6節　1919～1939年
　第1次大戦後，イギリスは，世界市場においてその独占的地位を喪失したばかりでなくその指導
的地位を失ないはじめた。イギリスは，大戦中に，アスキス政府が戦争費用の調達を外債に依存し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（】）たために，終戦時には多額の借款を負担するにいたった。それと同時に，アメリカ，日本の資本主
義の発達及びこれに伴なう国際競争の激烈化によって，イギリス資本を支えていた綿糸布，機械，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）鉄，石炭の輸出が著るしく減退し，さらに，貿易外収入であった海運業の不振をもたらした。
　世界市場におけるイギリスの敗退は，1929年以降の大恐慌とあいまって国内産業の萎縮をもたら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）し，その結果，多くの失業者を発生せしめた。このように，イギリス資本主義経済の矛盾が顕在化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）するにつれて，労働運動は激しく成長し，ついに，1926年にゼネストを行なう程強力になってきた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）　こうして，イギリス資本主義経済は，その体制自体，明白な変貌をとげたのである。イギリス資
本主義形成の一要因であった自由貿易は，1932年の輸入税法（lmp・rt　Duties　Act）及び同年のオッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）タワ経済協定を契機として，保護貿易に移行していった。これらは，イギリスが国内産業を保護す
るためになした一つの保護政策であったo
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ア）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）　この時期に，イギリスは企業合理化をおしすすめた。この合理化は，第1にカルテル，第2に企
　　（g）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）　　　　　　　（11）　　　　　　　　　（12）
業合同による独占化を通じて行なわれたが，あるものは，政府貸付，補助金，政府保証によって支
援された。合理化計画は，取引の制限，価格の固定，生産能力の減少または限界に向けてなされ
鶏当該醐載綿，石炭造船，道路乗客運送隊鋼，民間航空，砂盤産などカ・あ。た。
　そこで，1930年代の特徴を指摘しよう。第1に，これらの年月の間に，政府干渉の程度が二つの・
大戦中を除く近代史のいかなる時期よりも，ずっと急速に且つ一層広範囲にわたって増加したこと
　　（15）
である。
　第2に，イギリス資本主義経済の後退にともなう経済的諸背景の影響をうけて，それに対処する
ために，イギリスは徐々に計画経済へと移行していったことである。それは，1932年にポンドの金
離脱によって管理通貨制度を採用したことに鑑みて明らかであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　第3に，1918年の労働党綱領及び多くの研究者は，産業の国有化を提案した。このような背景の
もとで，ロイド・ジョージ政府は1919年に部分的に政府機関の性質を具有した森林委員会（Foresty
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－］1一
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Commission）を設立するという一種の国有化を実際に経験した。
　森林委員会については，第4章第3節で詳細に検討するが，この時代の特色を明確にするために
その設立の背景を簡単に指摘する。森林委員会は，1915年から1917年までのドイツの封鎖が重大な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（v7）国家の窮乏を惹起せしめたときに，それに対処するために設立された。
　さらに，1926年に，保守政府は最初の近代的なパブリック・コーポレーシ。ンである中央電気公
　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）（19）社（Centra1　Electricity　Board）を設立した。中央電気公社は電気を適正な価格で常時供給するため
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）に設立された。而も，国家が，自国の産業を育成するために，電気を管理したのであった。
（1）　Grove，　op　cit．　P．43．
（2）山中前掲書i43頁，148頁。
（3）　Grove，　op　cit．　PP．43～．
（4）山中前掲書i53～6頁。
（5）山中前掲書145頁，i4ア頁；P．　Sargant　Florence，　Industry　and　the　State（1957），　Passim・
（6）　Grove，　op　cit．　P．45．
（7）　Grove，　op　cit．　PP．45～ア．
（8）その多くは政府の消極的行為によって行なわれた（GrQve，　op　cit．　p．45）。
（9）その顕著な例として次のものがある。The　Distillers　Company（1925），　The　British　Match　Corporation
　（］927），ICI等がある。それは，合併に対する政府の積極的行為あるいは独立の組織の創設による完全独
　占として行なわれた（Grove，　op　cit．　P．46）。
⑩　Grove，　op　cit．　pp．245～259．
⑪　直接的なものとしては甜菜糖産業，貨物船産業，間接的なものとして農業に対するものがある。
⑫　1921年のTrade　Facilitiesを参照。
⑬　Grove，　op　cit．　P．46．
⑭　Grove，　op　cit．　p．298．
⑮　PEP前掲書】7頁。
⑯W．A．　Robsen，　Natlonalized　Industry　and　Public　Ownership（1962），　P・17；A・H・Hanson，　Natio－
　nalization，　pp．22～3］．なお，第3章第2節註（9）を参照。
⑰　Robson，　op　cit．　PP。47，5i；Hanson，　op　cit・P・112・
　　Grove，　op　cit．　p．53．
O＄電気の国有化は，1947年のElectricity　Actで完全に達成された。
⑲　第2章第6節及び第8節で指摘した如く，第1次大戦後のイギリスにおける経済的社会的諸背景と第2
　次大戦後のそれとは，基本的に異なっていたが，それらの諸背景がパブリック・コーポレーショソの構造
　上の差異をもたらした（第8節註⑯（iの参照）。
⑳　Robson，　op　cit．　pp．36～7．
第7節　1940～1945年
　第2次大戦中におけるこの時期の特色は，第1次大戦よりも大規模な且つ広範囲な政府による統
制であった。戦時生産の過大な要求及び次第に制限の度の強まった資材供給の圧迫は；必然的に種
種の統制を必要とした。それは，第1に資本投資を含む財政統制，第2に資材生産過程及び生産系
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（D統に対する統制，第3に労働に対する統制，第4に産業の集中にともなう統制であった。このよう
な戦時産業体制下における物的及び人的資源の需要と統制は，同時に，1930年代の主要な問題のう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一i2－一
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ち，失業と生産過剰の二つの問題を解決した。失業は1939年から1944年までに125万からわずか10
万に減少し，生産過剰は物的及び人的資源の保護，軍需産業を除くすべての産業における生産制限
　　　　　　　　（2）によって解決された。
　そして，このような統制の拡大は，その目的遂行のために，政府機関の拡大及び権限強化をもた
らした。それと同時に，この時期に政府と取引協会（Trade　Associati・n）との関係は，一層緊密に
　　　　　（3）なったのである。
　1939年から1945年までのイギリスは大規模な再軍備の時であった。製造工業の87パーセントは政
府勘定による生産に従事していたぼかりでなく，私的企業の営業は停止されたのである。この戦争
は織物業及び石炭業を除く他の主要産業を復活させたが，イギリスの輸出市場はいぜんとして縮少
したままであったし，それ故に資本勘定を減少したままであった。このイギリスの状態は，イギリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4　スをして外国資産を売却させ，多くの借財を負担させるようになったのである。
　このような経済的・社会的影響をうけて，戦争はイギリスにおける国家と産業との関係を次の三
　　　　　　　　　　　　　　　（5）つの主要な問題で恒久的に変改した。第1に，行政構造上，政府と産業との協同という伝統をうみ
だし，第2に，政府は戦時のみならず平時においても計画経済を採用するにいたった。それは，19
　　　　　　　　　　　　　　　　（6）44年の「戦後の雇傭政策」に関する白書で明らかにされた。第3に，政府が産業を監督することに
よって産業の育成をはかるという秩序の確立であった。
　こうして，イギリスは，1945年以降の産業国有化政策にともなういわゆる混合経済（Mixed　Ec・・
nomy）の時代を迎えるのであった。
（1）PEP前掲書18～9頁o
（2）　Grove，　op　cit．　pp．55～6．
（3）PEP前掲書19～20頁，　Grove，　op　cit．　pp．58～9．なお，第2章第5節註（8）参照。
（4）　Grove，　op　cit．　pp．56～7．
（5）　Grove，　op　cit．　P．61・
（6）P．H．　Gu6nault，　Jl　M．　Jackson，　The　Control　of　Monopoly　in　the　United　Kingdom・PP・25～6で・
　この白書について，独禁政策との関連で注目すべき指摘をなしている。イギリスの国有化政策と独禁政策
　との関係については，相原茂編著「日本の独占資本」251頁参照。
第8節　1945年以降
　第2次大戦は，イギリスの国際競争力を一層弱体化し，それと同時に，イギリスは経済的苦境に
陥いった。そして，第1次大戦後，急激に発展していった経済の独占化的傾向をもってしても，こ
　　　　　　　　　　　　　　（Dの経済的苦境の打開はできなかった。
　このような背景及び労働党の政策の影響をうけて，すでに指摘したように，イギリスは1944年白
書で戦時のみならず平時においても計画経済を採用する旨を明確にした。そして，1945年7月に労
働党政府が樹立されると，直ちに5ヵ年計画を立案し，戦時の経済統制を延長するとともにパブリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）ック・コーポレーショソ方式による大規模な国有化を実施した。1945年12月20日にイングランド銀
骸眠間醒を国有化した．さら戯密，畿誠蹴課畝・に鮪イヒしてい。（匙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一13一
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　1945年以来の国有化の洪水は，1951年に保守政権が樹立されて以来，経済の再私有化によって阻
　　　（】1）
止された。保守政府は，石炭，鉄道，運河，電気，ガス，民間航空，無線，イングラソド銀行の国
有化を維持したが，電気，鉄道において重要な構造上の変更を行なったし，石炭において構造上の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）変更を約束した。さらに，保守政府は民間航空において私的企業の自由を強調するようになった。
　このような国有化は公的所有の重要な1形態であったが，それは必ずしも完全な意味における社
会主義思想によるものではなかった。国有化の重要な一つの形態であるパブリック・コーポレーシ
ョンの独立採算制及び採算のとれる鉄鋼の再私有化は，その国有化の生成過程とあいまって，この
　　　　　　　　（13）事実を物語っている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）　ここで，第3章の理論的背景を論及する足がかりとして，公的所有の総括的な描写を試みよう。
すでに，我々がみてきたように，1939年までに多くの公的所有が存在していた。その若干のものは，
　（15）
ガス，電気のように国有化によって公共企業に吸収されたが，P・rt・f　L・nd・n　Auth・rity；Chyd・
Navigati・n　Trustの如き特別の機関によって所有されていたドック，港や都市バス会社はそのまま
にされていた。また，イギリス石油会社及び無線において，政府が当該企業の株を所有している形
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼態すなわち混合企業のようなものも存在していた。
　このような政府の企業に対する直接の関与は，この混合企業のような部分的なものでなく，全面
的に企業を所有経営する場合もあった。すなわち，電話，電信，森林，醸造と国家酒場（State　Pubs）
等である。
　1945年以後の公的所有における重大な変更は，いわゆるパブリック・コーポレーション形態の国
　　　　　　　　　　　（16）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1ア）
有化によってもたらされた。しかし，政府は，あらたに，官庁企業形態として空港を所有管理する
ようになったのである。
　（1）山中前掲書146頁。
　（2）　Grove，　op　cit．　P．62・
　（3）Robson，　op　cit。　PP．29．48，　Bank　of　England　Act・1946・
　（4）　Robson，　op　cit．　PP．33～4，48，　Civil　Aviatioll　Act・汐46・
　（5）RQbson，　op　cit．　PP．32～3，48～50，　Transport　Act．］947；この輸送法によってBritish　Transport
　　Commissionが設置され，その下部機構は，地域的ではなくして，業種別に定められた。すなわち，鉄道
　　局（Railway　Executive），ドック及び内陸水上交通局（Docks　and　Inland　Waterways　Ex・），道路乗客運
　　送局（Road　Haulage　Ex．），ロンドン運送局（London　Transport　Ex．），ホテル局（Hotel　Ex．），の6つの
　　執行部局である。これらの執行部局もBritish　Transport　Commissionの代理人として法人格を有する
　　　（山田前掲書51～2頁）。
　（6）　Robson，　op　cit．　PP．35～7，51；Electricity　Act．1947．
　（7）Robson，　op　cit．　PP。29～32，48；Coal　Industry　Nationalization　Act．1946．
　（8）　Robson，　op　cit．　PP．37～41，52～3；Iron　and　Steel　Act．1949．
　（9）　Robson，　op　cit．　PP．34～5，51；Gas　Act．1948．
　⑩　ストレイチーは「国家は，直接生産にのりだすことをよぎなくされる。国家は，種々の理由で産業を国
　　有化する。集中過程が極限に達し，絶対の力をもった単一の会社という形ではっきりとした私的独占が形
　　成されたために，国家が産業を国有化するかもしれない。あるいは，その逆に，イギリスの石炭業にみら
　　れるように，集中が遅れ，その結果，交渉力の弱い遅れた産業の経済の核心部を危機に陥れているため
　　に，国家が産業を国有化することもある」（前掲書3頂）と注目すべき指摘をしている。
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⑪　Grove，　op　cit．　p．63。
⑫　Hanson，　op　cit．　pp．35～63，　Robson，　op　cit．　p．63，　Grove，　op　cit．　p．63．
03　山本政一「英国国有化企業経営論」148～155頁。ハーヴェイ前掲書261頁。おな，占部都美「公共企業
　体論」】2～3頁参照。
（1φ　Grove，　op　cit．　PP．69～70．
⑮第2章第8節註（9）記載の交献参照。
⑯㈲　しかし，「初期の公社については，その政府よりの独立性が強調されていた点に特色があった。とこ
　ろが，戦後の数多くの公社については，大臣の統制力の強化にその特色が存する」（山田前掲書56頁）の
　であった。かくして，パブリック・コーポレーションと取引者としての政府との差異が重要となってくる
　のである。なお，第3章，第4章第3節（1）及び第5章参照。
第3章理論的背景
第1節　政府と産業との関係
　1850年から最近にいたるまでのイギリスにおける公共企業の発達及びその背景に関して若干の描
写を試みた。この簡単な叙述でも明らかのように，イギリス公共企業の発展過程は，まさに，イギ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）リス資本主義経済の推移を表現していた。それと同時に，現代における基幹産業の国有化にともな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）う新しい前進は，イギリス資本主義経済の構造上の変化を示すものであった。
　このような社会的・経済的諸背景のもとで19世紀代の自由放任時代と異なり，政府の経済生活に
関与する場面が極めて多くなってきた。しかしながら，この政府の経済生活に対する関与は，顕在
化した資本主義の矛盾を是正するために，必要不可欠な場合に限られていたのである。これは，第
2章で触れたように，イギリス自由主義の伝統及びそれを擁護する国民の権利意識の反映によるも
のであった。而も，国家は，もっぱら，安全と正義を担保する中立的な存在であったから，政府が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）営利事業を行なうべきではないという考えが，広く受け入れられていたからであった。
　こうして，イギリス公共企業の発達の過程で次の二つの結論が広く認容されていた。それは政治
と経済との分離の理念にもとつくものであったが，第1には公共企業の所有及び経営はできるかぎ
り政府当局よりはむしろ独立の機関によって行なわれるべきであり，第2には政府当局がたとえ一
定の資産及び株式を所有することになっても，現実の経営は一般的にその政府当局によって行なわ
れるべきではないということである。そして，これがさけられないところでは，経営はできるかぎ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）り通常の機関形態から分離されるべきであると主張されている。
　かくして，・イギリスは一定の産業を公有化する場合に種々の形態を採用した。その生成順序にし
たがっていわゆる公有化方式を列挙すれぽ左の如きである。イギリスにおける公有化の形態は，第
1に政府官庁方式，第2に地方自治体方式，第3に混合企業方式，第4にパブリック・コーポレー
　　　　　　　　（5）ション方式とがある。本論で論及する取引者としての政府は，第1の政府官庁方式による公有化の
1形態である。そこで，その概念を明瞭にするために，他の公有化方式に関して簡単な説明をしよ
う。
　ここに，地方自治体方式によるものには，いわゆる市営企業が存在する。それは，地方自治体が
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一定の企業を所有経営する公有化の1形態である。地方自治体の発達したイギリスでは，この地方
自治体方式による公有化が19世紀中期以来第1次大戦前までにすでに顕著な発達をなし，水道，ガ
ス，地施轍たは醜韓などの鱗・おいてかなりの成功をおさ魂胎企業方式による公
有化は政府または地方自治体が一定の企業に資本を投資することによって，当該企業を部分的に所
有する形態である。この混合企業は公部門（Public　Sector）と私部門（Private　Sector）との資本投資
によって構成されるから，当然に，政府または地方自治体の監督に服さねばならない。イギリスに
おいては，混合企業の例は極めて少ないが，British　Petroleum　Company　Ltd；Manchester　Ship
　　　　　　　　　　（ア）Canal等がこれに属する。
　パブリック・コーポレーションは公共性を本質的要素とする公共的企業体である。これは，その
制度上，公共的所有，公共的支配，経営の自主性娯胤て、鑑。の鞭目的eま，＿方にお、、
て，公共的企業の社会的統制を確保すると同時に．他方において，企業的自由と能率的経営とを維
持することであった。したがって，パブリック・コーポレーションは，eg　1に営利の追及を本質的
要素とする株式会社，第2に行政権の主体としての政府とは異なる概念である。このパブリック・
コーポレーションは資本主義の矛盾に対処するためにはじめはイギリス人特有の実験主義的方法の
中に成立したものであるが，第2次大戦後に至り，基幹産業の国有化形態として全面的に応用され
　　　　　　（9）るようになったのである。
　このように，自治体企業，混合企業，パブリック・コーポレーションは，いずれも，政府と異な
る独立の組織によって所有及び経営される企業である。これに反して，政府官庁方式による企業
は，行政権の主体としての政府が一定の企業を直接所有経営する場合である。すなわち，それは
「政府官庁によ。て中央難的に経営されるもの」を、携
　この政府官庁方式による公有化の形態は，今までに述べてきたようなイギリス自由主義の一内容
である政経分離の理念からみて例外的現象である。この例外は，どの畠 謔､な根拠で肯定されるかが
問題となる。そこで，節をあらためて，この問題に関して考察する。
　（1）山本前掲書129～130頁。
　（2）山中前掲書146頁Q
　（3）Hanson，　op　cit．　P．78．
　（4）　Grove，　Qp　cit。　p．402．
　（5）Robson，　op　cit．　pp．24～8；占部前掲書49頁．
　（6）占部前掲書259頁。
　（7）　Robson，　op　cit．　pp．26～7．
　（8）占部前掲書33頁，山田前掲書56頁。
　（9）占部前掲書259頁。
　（10　占部前掲書257頁。
　　　　　　　　　　　　　　第2節　取引者としての政府の理論
　取引者としての政府とは，政府官庁が，経営主体として一定の事業を所有しまたは経営すること
によって経済生活に直接関与することをいう。
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　このような意味での取引者としての政府はイギリスでは古い歴史をもっているが，1914年まで
は，わずかに郵便局のみであった。而も，取引者としての政府が極めて重要な意i義をもつようにな
ったのは，すでに述べたように，イギリスが世界市場に占める地位を失ないはじめた第1次大戦後
であった。
　現在における取引者としての政府には，恒久的且つ継続的なものとして，郵便局，森林委員会，
醸造及び国家酒場，輸出信用保証局，ナヅヨナル・スタッド，空港等がある。そのほかに，臨時的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）なものとしては，農業生産統制委員会（Agricultural　Marketing　Board）がある。
　このような取引者としての政府の機能については，具体的な事業によるニユーアソスがあるが，
それらは，一般的には，左の理由によって認められたのである。
　イギリスは，資本主義の諸矛盾を是正するために，自由主義国家の強烈な個人主義から福祉国家
　　　　　　　　　　　　　（2）への集団意識への移行をとげたときに，その構造上の転換とあいまって国民に対して基礎サーヴィ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）スを適正な価格で常時供給することが，国家の基本的な責務としたのである。その場合，イギリス
では，この社会的責任を全うするために，国家が重要なサーヴィス部門における一定の事業を国家
サーヴィスとして中央集権的に経営するのが合目的であり，それと同時に，この基礎サーヴィスの
若干の場合は，その本質上，営利事業として経営されるべきではないから，政府官庁にまかせるの
　　　　　　　　　　　　（4）が合理的であると主張される。
　これにたいして，取引者としての政府を否定する見解も有力であった。A．H．ハンソンは，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）著書「国有化」の中で，アーネスト・ベンの叙述を引用して次のように述べている。「もし，産業
の国有化が官庁企業を意味するならば，それに反対である」と主張し，その理由として「国家の大
きい省は，事業経営のため組織されていないし，また，大臣は彼等の事業能力に着眼して選任され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）たのではない」と述べ，官庁企業は，構造上，合目的且つ合理的ではないと指摘している。
　これらの論争は，主として，郵便局の組織に向けてなされた。この争点をさらに分析すれぽ左の
如きである。第1は，郵便局の通常業務が純粋のサーヴィスか，それとも営利事業なのか，第2
は，如何なる機関によって，この業務が運営されれば能率的なのかであった。しかし，このような
論争に拘わらず，イギリスにおいては，郵便局は政府官庁による経営すなわち取引者としての政府
　　　　　　　　　（7）の形態を堅持している。
　ここで注目すべきことは，マグドナルド挙国保守政権樹立後の1932年のTUCの委員会が導いた
　　　（8）結論である。TUCは，この問題に関して，「直接の国家統制換言すれば政府官庁によって産業ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）たは営利業務を行なうことに実益があるかどうか疑わしい」と述べている。
　このTUCをして，このように結論づけさせた背景には，まさに，大恐慌後の「1931年の総選挙
で，労働党は660万票こそ得たが，国会の議席はただの46名になり，1910年当時の議会勢力にもど
（10）
る」程の顕著な敗退の事実があった。かくして，このTUCの結論は，政府官庁形態による企業に
おいてはその時々の政府の政策がそのまま反映することの懸念を暗に表現するものであった。この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）ことは，郵便局が，沿革的には，当初，戦略的にみて重要性をもつ行政的任務とみなされていたか
ら，その意図のもとで，国家独占として政府官庁によって経営されていた事実，及び第4章で述べ
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るように，政府が国家財政上の目的から郵便局の独立採算制を拒否しつづけていた事実とあいまっ
て明らかであろう。
　これらの歴史的事実に鑑みて，次のように考えるのが至当である。すなわち，政府官庁方式によ
る企業は，その時々の政策に当然支配されるから，その是非は，その企業の目的と政府の性格との
相関関係で検討されるべきであり，二者択一的に決定されるべきではない。このように，その企業
をめぐる背景を看過することはできないのである。このような視角からこの問題を把握すれば，左
のように指摘できるであろう。すなわち，取引者としての政府はその生成事情からみても明らかの
ように，イギリス資本主義の矛盾を是正して，イギリス資本主義を擁護するという国家目的の反映
　　（i2）であった。これは，第4章で述べるように，1961年以降においてさえ，郵便局の公部門への投資に
対して大蔵省の規整を留保している事実からも明らかであろう。
　取引者としての政府の多くのものは，今までに述べたように，福祉国家観の立場から，国家が国
家サーヴィスとして国民に適正な価格でサーヴィスを提供するために政府官庁の形態で一定の事業
を経営していたといわれ，而も，政府が営利事業を営なむのでなくサーヴィスを行なうという立場
によってであったと主張されている。しかし，この営利とサーヴィスとの限界は必ずしも明確では
　（13）
なく，それ故に，すでに述べたような論争を生ずるのである。思うに，営利かサーヴィスかという
論争は，政府官庁方式を採用するかどうかの問題を決定するのに極めて重要であるが，しかし，そ
れよりはむしろ，当該企業の本質を最も実現できるような機構を具備させるための目的論的考察を
すべきであろう。
　さらに，取引者としての政府の若干のものは，理論的所産というよりは歴史的事件によってもた
　　　（14）
らされた。1939年から1950年代の中頃まで，政府は巨大な規模で原料及び食糧を取引していた。
これは，戦争及びそれにともなう物資不足という事態に対処するために，政府官庁の行なった事業
であった。その機構は，恒久的なものとしては決して意図されていなかった。日常の多くの仕事
は，政府の代理機関として行動する組織によって処理され，而も，取引は補助金による行政と密接
に関係していた。
　（1）　Grove，　op　cit．　pp．403，407．
　（2）U．K．ヒックス（遠藤・長谷田共訳）「イギリス財政史」】頁。
　（3）ハーヴェイ前掲書259頁。
　（4）　Grove，　op　cit．　P．4］O・
　（5）Hanson，　op　cit．　p．91；From　Britain’s　Industrial　Future：the　Report　of　the　Libera皇Industria正
　　Enquiry，　Ernest　Benn，1928，　PP．75～7．　and　pP。80～1．
　（6）Herbert　Morrisonは，　Socialization　and　Transportの中で，官庁企業方式について，次の理由で反対
　　していた。（1）弾力性ある経営を公務員に期待しえない。（2）社会化された産業・事業は，その能率的運営に
　　必要な人材を集めるために十分な給与を払わねばならない。③それは厳格な大蔵省統制に服してはなら
　　ぬ。（4）それは，ロビー運動，議会策略等の政治的圧力より自由でなければならない（137頁），占部教授
　　も，政府官庁企業形態について，政治上，行政上，人事上の諸問題を検討され，その非合理性・非合目的
　　性を指摘されている（前掲書67～80頁）。なお，Hanson，　op　cit．　PP．77～80参照o
　（7）　Grove，　op　cit．　P．140．
　（8）Dimock，　op　cit．　P．】58．
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（9）Dimock，　op　cit。　p．158：Hanson，　op　cit．　p．94．なお，1930年以前の労働党の考え方は官庁企業方式
　か，または，労働者自身による経営かという方式に拠っていた。ところが1930年代には労働党主流はパブ
　リック・コーポレーショソの採用を主張するにいたった。
⑩　山中前掲書201頁。
⑪　ピックス前掲書8頁o
⑫　・・一ヴエイ前掲書260頁，山本前掲書】27頁。
⑬　Grove，　op　c至t．　p．402．
⑭　PEP前掲書18頁，110頁，126～7頁，ピックス前掲書8頁，51～3頁。
第4章　取引者としての政府の実態
第1節　序
　本章では，イギリスにおける取引者としての政府の実態を具体的に考察する。第3章ですでに指
摘したように，イギリスにおける取引者としての政府の多くのものは，イギリス資本主義が世界市
場における指導的地位を喪失した第1次大戦後に生じ，その役割は，まさに，イギリス資本主義経
済の矛盾を是正することにあった。このような事実は，同時に具体的側面において，国家財政上重
要な問題を提起した。
　そこで，考察の便宜上，財政上の問題との関連で取引者としての政府の具体的問題を，第1に現
在財政上自立することができるもの及び将来自立できるものと，第2にそうでないものとに分けて
　　（1）（2）
考察する。
　（1）　Grove，　op　cit．　p．403．
　（2）なお，第5章を参照Q
第2節　自　立　事　業
　まず，財政上自立することができるもの及び将来自立できるものについて検討しよう。これに
は，郵便局（Post　Office），キャリスル，グレトナ及びクPマーチィ・ファースのいわゆる経営地区
（Management　Districts）における国家酒場（State　Pubs）と醸造，信用保証局（Exp・rt　Credits　Guar．
antee　Department），国家の馬の繁殖揚（National　Stud），政府図書販売部（Governrnent　Bookshops）
などがある。
　（1）郵便局はイギリスにおける最も大きな政府の省であり，且つ，最大の取引事業の一っであ
　（1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
った。而も，郵便局は行政機構上大蔵省の外局であって，各時代によって程度の差こそあれ，常
　　　　　　　　　　　　（3）に，大蔵省の監督下にあった。
　郵便局は国家独占として郵便業務・電信業務・電話業務を行なうほかに，他の省のために多くの
業務を営んでい緯而も，鞭局は国家財政上，鞍馳髄占めていたが，現在でも，鞭局の
財政的規模は，その本来的業務に年間4億ポンド以上も支出し，1960～61年に2，430万ポンドの剰余
　　　　　　　　　　　（5）金を生ぜしめるほどであった。この郵便局の国家財政上の地位と郵便局の如き官庁形態の経営につ
いて多くの論争をもたらした。それは，同時に，郵便局の構造上の変更をも惹起せしめ，且つ，郵
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一］9一
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便局の財政面を中心とした変更も，いままでに再三再四行なわしめた。そこで，現在の郵便局の地
位を明らかにするために，その推移を述べよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）　郵便局は，沿革的には，当初，戦略的にみて重要性をもつ行政的任務とされ，且つ，長い間，一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）般税（General　Taxation）の緩和に利用されるために大蔵省の財源の途としてその監督下にあった。
こうして，1854年前においては，すべての収入局（Revenue　Department）が収集した中からその経
費を自分で麦払い，その剰余金のみを大蔵省に引渡していたのである。しかしながら，］854年に近
代的な議会責任の原理が導入されたときに，郵便局の収入は大蔵省に引渡され，支出は議会の年次
　　　　　　　　　　　　　　　　（8）議決によって承認されるようになった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）　郵便局が戦略的にみて重要性をもつ行政的任務から企業サーヴィスへと質的転換するにつれて，
郵便局の地位をめぐる論争が生じた。それは，1931年12月に320名の国会議員によって署名された
請願書が首相に託されるほどであった。それは郵便局の業務を官庁企業形態からパブリック・コー
　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）ポレーションへ移すための提案であった。また，1932年に，保守党に属するウルマーは，その著
「郵便局改革」で官庁企業方式によるイギリス郵便局を「独占事業の経営に最も適した近代的企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）形態であるパブリック・コーポレーション」に改組すべきことを主張している。かくして，政府
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）は，郵便局の組織を調査するためにブリッジマン委員会を任命した。
　1932年に，ブリッジマン委員会は，郵便局は年次の一定額を大蔵省に引渡すべきであり，且つ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）それはその額をこえる剰余金を留保する権利をもつと勧告した。この新しい制度は，1933年の財政
法によって，はじめて正当であると認められた。しかし，1934～35年に，郵便局が取得した1，200
万ポンドの剰余金のうち，大蔵大臣は1，075万ポンドの最大の分前を取得した。而も，この取立は
1933年から1939年まで厳しく行なわれた。その額は，いかなる原理にもとつくものではなく，そ
れは，その新しい協定の提出に先だつ3年間に，郵便局が取得した現金剰余金の平均に担当してい
た。このように，大蔵省は，郵便局から強制徴収していた金員の重要な部分を郵便局に引渡すこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）に関しては，全く消極的であったのである。
　郵便局と大蔵省との間のこの剰余金の分配は，第2次大戦の勃発によって廃止され，1956年まで
　　　　　　（15）復活されなかった。
　　　　　　　　　（16）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
　1955年lO月に，白書は，独立採算制の基盤に立脚して郵便局を再組織すること及び郵便局は1956
～57年から5年間の試験期間中に毎年5万ポンドを大蔵省に支払わねぽならないことを提案した。
その額は，もしも，郵便局が政府機関でなかったならば，郵便局は大蔵省に所得税を支払わねばな
　　　　　　　　　　　　　（18）らないと評価された金額であった。グローブは，この白書を評価して，これは，郵便局の事業計画
に，能率を増進するために，さらに，大蔵省の規制による影響から自由にするために，新しい刺戟
　　　　　　　　　　　　　（19）を与えたという趣旨を述べている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）　こうして，1960年に郵便局を独立採算制にする旨の新しい白書が発表された。1960年の白書で概
観されそして1961年の郵硬局法で具体的に表現された体系は，郵政長官の直接の監督下で郵便局に
経営上及び財政上の自由を付与することであった。郵便局の財政は大蔵省から分離され，年次予算
で議会によって議決された金に依存しないし，したがって大蔵省によって，そして予算委員会によ
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って行使された厳格な調査及び統制は，郵便局に最早適用されないのである。そして，この制度に
よれぽ，郵便局がその収入に関しては税金にではなく，消費者から受領した金に依存することにな
る。この後，将来においては郵便局は，商業会計（C・mmercial　Acc・unts）のみを準備し，そして提
出するだろう。さらに古びた特別会計（Appr・priati・n　Acc・unts）及び現金会計（Cash　Acc・unts）は
廃止されるだろう。そして，郵便局基金が設置され，すべての収入がそこに支払われるだろうし，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2D通常の郵便局業務のために必要なすべての金銭は，そこから取得されるだろう。
　かくして，1961年法は，政府機構としての郵便局及び公務員としての郵便局職員に対する大蔵省
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）の規制を留保する以外は，年次の予算手続及びそれに附随する大蔵省の規制を廃止した。そこで，
このような留保された大蔵省規制について若干述べよう。
　第1に，大蔵省規制は公部門に対しての規制である。これは，毎年支出されるために企てられた
総額及びこのような投資のための借款の認可を含んでいる。第2に，大蔵省は，郵便局の外国為替
操作の統制をするだろう。第3に，大蔵省は，公務員である郵便局職員の賃金，職階，労働条件を
　　　　　　（23）
規制するだろう。
　このような大蔵省の規制に対して，ハンソンは，その著「国有化」の中で，ウィリアムA．ロブ
ソンの叙述を引用し，「大蔵省がこれらの統制を行使すべきであるという原理は正当である」と主
張している。そしてさらに「公部門への資本支出は全経済にとって極めて重要である。したがっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）て，大蔵大臣は最終的な決定権をもたねぽならない」と述べている。
　かくして，1961年後においては，財政上の独立という地位は，財政に関して郵便局をしてパブリ
ック・コーポレーションの一つの位置により近づかせることができたのであった。グP一ブが，そ
の著「イギリスにおける政府と産業」の中で述べているように，1961年法及びそれにともなう郵便
局の地位は「公共企業の将来の発展に影響を及ぼすような政府機構の新しい形態をともなう極めて
　　　　（25）重要な実験」であった。
　このようにして，官庁企業形態の弊害を是正するために財政及び経営の自主性を郵便局にとり入
れたことは，たしかに新しい前進であった。しかし，郵便局が本質的に官庁企業であること及び前
に述べたような若干の大蔵省規制が存在していることは，極めて重要なことであった。それは，表
面的に郵便局に与えられた経営上の自由が，実際には主として新しい関係に対する大蔵省の態度に
　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）依存することを意味していたからである。
　かくして，我々は1961年以降の郵便局にもイギリス独占資本主義の擁護という国家目的及び政府
の政策の具体的な姿をみることができるであろう。
　（ll）　国家経営地区（State　Management　Districts）にある国家酒場（State　Public　House）は内務
省及びスコッチナイシュ・オフィスの一般的な監督下にある。すなわち，キャリスル市にあるP．
　　　　　　　　　　　　　（2ア）Hは内務大臣によって所有され，国境を越えたグレトナ地域及びクロマーチィ・ファースの周辺の
他の地域にあるP．Hはスコットランド州長官によって所有されている。したがって，　P．Hの職
員は公務員であり，そして国家の醸造所，清涼飲料水工場及びブランディ，ウイスキーの国家商標
さえ存在している。
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　　これらの事業は，第1次大戦中にグレトナのひも状無煙火薬工場で軍需労働者の問に広がった酩
酊に対する地方的な失政とクPマーチィ・ファースの海軍基地で労働している市民及び軍属による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）はげしく増加した酒の要求とによってもたらされた。
　この計画は，一種の酒統制委員会によって遂行されていたが，192！年に委員会が解散すると直ち
に，その権限は大臣に移行した。日常の管理は2人の支配人（General　Management）すなわち，キ
ャリスル及びグラスゴーに配置されている支配人の手中にある。そこに地方当局及び地方長官が代
表される三つの諮問委員会が存在する。而も，全計画は大臣の連帯で任命された諮問委員会によっ
て監督されている。この委員会の機能は，大臣に主要な政策についての全責任を留保していること
を除くと，営利会社の機能と類似している。
1949年に，労働党政府は繍市…関する国雛営計画を拡張する・とを提冠馳．1951年の僻
政府はそれが完全に履行される前にこの政策を一変したし，而も，新都市発展公社及び地方の認可
館の監督のもとで私企業に認可物件の規定をおい鶏
　このように，国家経営地区にあるP．Hは，その沿革をみてもわかるように単なる歴史的事件の
所産であった。而も，一地方の国家独占であった。そこで，このP．Hは，今日において，多くの
問題を提起した。一般に，保守党は，企業の利潤が疑わしい限りにおいてのみ公共所有を正当化す
ると主張している。この保守党政府のもとでは，せいぜい歴史上の事件であり而もほとんど存在し
ない地方の国家独占をP．Hに維持することは，論理上，馬鹿げているように思われる。しかし，
　　　　　　　　4大臣は，私利を求めない経営を保護するような私的競争の方法が存在しないという理由で，P．H
　　　　　　　　　（31）の存在を弁護している。しかし，この理論は，まさに奇妙なものであって，それは合目的且つ合理
的ではなかった。
　そこで，P．Hは国家財政上の目的を遂行する一つの手段として政府官庁によって経営されてい
　　　　　　　　　　　　（32　た事実を指摘できるであろう。ここに国家財政上の目的がP．Hにおける国家独占を維持させた実
態をみるのである。
　（皿）輸出信用保証局は，輸出を増進するためにある種の保証を行なう保険機関である。この局
は1919年に商務省の一部として開設されたが，後にこの省から分離され，現在それは海外貿易長官
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨの（Secretary　f・r　Overseas　Trade）の統制下に運営されている。而も，それは諮問委員会によって支配
されている。
　輸出信用保証局は，国際競争の激烈化にともなうイギリス産業の輸出の減退に対処するために設
立された。こ明献，国家齢の放出によ。て国内麟を保謝る。とに鋤灘。
・の輸出信用保証崩・政糖庁として保険事業を行なう理由について，グ・一ブは言醐委鰹の
見解を引用して次のように指摘している。それは「その仕事の多くは経済政策の広い視野と関係す
ること，その局は，政府当局からの情報に依存するし，而も，局は全く公共資金によつて運営され
ている」からであった。さらに，グP一ブは，この諮問委員会の見解に対して，委員会が述べた理
由には納得できない趣旨を述べ・さらに，「これらの議論はより多くかより少ない程度で国有化され
た産業にあてはまる。若干の国では，輸出信用は明らかな困難をともなわないで政府でない公共組
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　　　　　　　　　　（3ア）織によって運営されている」と主張している。しかし，グローブは，輸出信用保証局の背景をあま
り触れていないように思われる。そこで，この問題は，輸出信用保証局を正しく認識するために，
その背景との関係で把握されるべきである。すなわち，イギリスの世界市場に占める地位の後退に
直面して，輸出信用は，広く経済政策の見地から行なわれる国家の積極的行動によってのみその目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）的を達成できるのである。それは，国家の利益にもなった。
　第2章で述べたように，独占資本主義段階における国際競争は深刻なほど激烈化したが，このよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）（40）うな背景のもとでは，Radcliffe　Committeeが報告しているように，「この結果として，彼等の商品
の価格，質，引渡日のみならず彼等が提供するために用意している信用の条件で，他の諸国におけ
る彼等の産業競争者と競争することを感じている」のであった。このような状況のもとで，輸出信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）（42）用保証局の役割は，ますます重要となってきた。
　（IV）National　Studは，国家が馬匹繁殖場を経営する場合をいう。その重要な政策決定及び財
政の責任は農業省にある。それは，実際には，重要な自治をもつ管理者によって運営されている。
　　　　　　　　　　　　　　　（43）この管理者は専門的な公務員であった。
　Nati・nal　Studは，1916年に，ロード・ウエイバーティーから，条件付贈与として国家によって
取得された。その贈与は彼が所有していた全部のサラブレッドを対象とするものであり，条件は政
府が彼の飼育及び訓練施設の不動産自由保有権を買取ることであった。贈与物の価格は1914年に約
8万ポソドに達し，政府は所有権の対価として6万5千ポソド以上も支払ったが，それは非常に価
　　　　　　　　（44）値のある投資であった。
　National　Studに関する最も重要な議論は，最早これまでのように，それが価値のある而も有益
な資産であるということではなく，その保有は国家の関心事であった。1955年に報告されたL・ra－
、。、C。mm、，，195）は，もしN。、、。nal．S、。d槻存しな・・f。・6・・Si，そ漉創設する必要力・あるだろうカ・
という信条に有力な根拠を付与した。すなわち，サラブレッド血統の輸出は外国為替の重要なかせ
ぎ手であ。臨したがって，競馬が鴎的継力のあるスポーツである限り，そのために世界的名
声をえていだ同じ水準の優秀さでイギリスのサラブレッド系統の馬の飼育を持続するのを確保する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4ア）ために，国家は可能な限り最高の援助を与えるべきである。
　このように，輸出市場における重要な地位及びイギリスのサラブレッド系の馬の伝統を維持する
ために，国家はNational　Studを経営するのであった。
　（V）政府図書販売部（Govemment　B・okshops）は，政府刊行図書を販売するための組織であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）る。それは大蔵省の文房具用度局（Stati・nery　Office）の組織上欠くべからざる部門であった。1911
年に，大蔵省は実験的にスコットランドで政府刊行物を売却する権限を文房具用度局に委任した。
そして最初の文房具用度局図書販売部（Stati・nery　Office　B・・ksh・ps）が，19］2年にエヂイソバラで
　　　　（49）
開設された。
　このような様々のプロセスを経て，19】5年7月の「刊行物及び審議報告書に関する特別委員会」
（Select　Committee　on　Publications　and　Debates　Reports）は，政府刊行物の販売を文房具用度局に委
　　　　　　　　　　　　（50）任すべしとする旨の勧告をした。この勧告は全面的に採用されて各地に図書販売部が設置された。
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こうして，1917年以来政府刊行物は図書販売部で販売されるようになったのである。
　それは，政府政策のP．R及び政府刊行物の販売数の拡大を目的とするものであった。その計画
嫡業ベースでまたはビジネス・ラィ・で図書臓部鯉営するためになさ飛11鴇。
（1）　Grove，　op　cit．　p．403．
（2）ピックス前掲書230頁（訳註参照）。
（3）　Hanson，　op　cit．　PP．　I　OO～1；Dimock，　op　cit．　PP．　i　63～6．
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⑳　Hanson，　op　cit．　PP．79，96；Dimock，　op　cit．　PP．159～］60．
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　れた（Hanson，　op　cit．　P．98）o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・’
（13　Robson，　op　cit．　p．283．
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⑮　Robson，　op　cit．　p．283．
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㈲　Hanson，　op　cit．　p．　i　O4．
⑫i7）　Robson，　op　cit．　p．47．
鰺　Grove，　op　cit．405．
㈲　Grove，　op　cit．　P．405．』なおLicensing　Act．1949．
㈹　Grove，　op　cit．　p．406．
（31）　Grove，　op　cit．　P．411．
㈱　P・Hの計画は堅実な利潤を示し，（最近は1年に15万ポンドから20万ポンドであった）その約4分の．1
　はスコットランド地方にもたらされた（Grove，　op　cit．　p．407）。この事実をみても明らかであろう。
㈱　PEP前掲書92頁。
岡　Grove，　op　cit．　p．349，406．
㈲　すなわち・国庫統合金（Consolidated　Fund）　Uこよって，保険契約者が規制できない結果でこうむるか
　もしれない損失の85～95パーセントまでを保護している。
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㈲　The　Committee　sat　under　the　chairman　of　Sir　Eric　speedこれは公開されていない（Grove，　oP
　cit．　p．348）o
圃　Grove，　op　cit．　p．41L
關　もしその業務が国家の利益になるならば商務省と大蔵省の承諾のもとで，より危険な信用を保険に付す
　ることができる（Grove，　op　cit．　P．349）。この事実からも明らかであろう。
㈲Report　of　the　Committee　on　Working　of　the　Monatary　System（Radcliffe），　Para．，869．
㈹　なお，Grove，　op　cit．　p．349．参照。
㈹　その業務，役割については，Grove，　op　cit．　PP．348～9，　P　E　P前掲書92頁を参照。
國　Grove，　op　cit．　p．350．
（43）　Grove，　op　cit．　p．407．
㈱　Grove，　op　cit．　p．406．
㈲　Committee　on　National　Stud　Policy　and　Methods　of　Operation（Loraine）．
（46）現在，年間600万ポンドである（Grove，　op　cit．　P．406）。
（40　Grove，　op　cit．　pp．406～7．
㈹　Grove，　op　cit。　p．407。なおStationary　Officeは，他面において，生産者としての政府の役割を演じ
　ている（Grove，　op　cit．　P．401）。
㈹㈹　First　Report　from　the　Select　Committee　on　Estimates（Sui・Committee　F），　Session，1956～7，　p．
　159．
（50　前註記載交献162頁参照。
働　なお，石井五郎「英国の政府刊行物一関係機構とその運営」（政府刊行物発行事務参考資料）は，Go－
　vernment　Bookshopsの問題について比較的詳細に紹介している。
第3節　他　の　事　業
　他の事業には，森林委員会（F・resty　C・mmissi・n），国家空港（State　Airp・rts），農業省が営なむ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）若干の事業及び多分商務省によって行なわれる黄麻（Jute）の取引が含まれる。
　（1）森林委員会は1919年の森林法の下で設立された。この背景については，すでに第2章第7
節で指摘したように，1915年から1917年までのドイツの封鎖が，重大な国家の窮乏を惹起せしめた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）ときに，老れに対処し，国家の本質的な需要を充たすための充分な立木を確保するためであった。
　かくして，森林委員会は，イギリスの長期に亘る植林計画の遂行を目的としていたのである。そ
して，この目的を達成するために，森林委員会は森林に関する専門家及びその他の委員で構成され
る委員会によ。て運営副而も，そ櫨国庫からの国麟助金によ。て供給された特別の齢す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）なわち森林基金によって財源を付与されていた。森林委員会は法人形態としているが，実際には，
省の下部機構の性格を具備していた。すなわち，その活動は常に大蔵省の指令にしたがい，その会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）計は会計検査院の監督をうけ，一般に官庁的統制をうけていた。これについて，グローブの叙述を
引用すれぽ，「委員会は通常の省と通常の営利的会社との中間に位置する多くの準公社（または準政
府の省）の一つである。準公社は省のように運営されないが，公社以上の重要な形式的な財政及び
　　　　　　　　（6）大臣の統制をうけた」のであった。
　このように，森林委員会は準公社または準政府の省の性格を具備する組織であったが，この理由
について，占部都美教授は，その著「公共企業体論」の中で，「それは，要するに，森林委員会の
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事業が生産経済的な企業性に乏しく，独立採算制をとることができないため噂，多く国家の財政に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）依存する必要があったからである」と主張している。この見解は，森林委員会と独立採算制を本質
的内容とするパブリック・コーポレーシ・ンとを区別する意味で妥当である。しかし，森林委員会
が準政府の省または準公社形態をとっている理由としては，根拠薄弱のように思われる。そこで，
その根拠を次のようにその背景と関連せしめて把握するのが妥当である。この観点からこの問題を
把握すれぽ，イギリスにおける立木の絶対不足という国家の危急にさいして，それを根本的に解決
するために，国家資本の放出及びそれにともなう監督権を背景とする専門的且つ技術的な機構を採
　　　　　　　　　　　　　（8）用せざるをえなかったのである。
　1945年の森林法によって採り入れられた委員会の性質や本質的な地位の変化が，委員会をして，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）パブリック・コーポレーションのより近代的な型と一線を画された。さらに森林委員会は，1945年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）法によって，はるかに高度な大臣の統制下におかれ，また管理下におかれるようになった。
　次に，森林委員会の役割を知るために，その実態について若干触れておこう。森林委員会の主要
な目的は，荒廃してきた天然資源を豊富にし且つ保護することにあった。それはその目的を達成す
るために，第1に一定の森林地を所有管理している。第2に一定の私有の森林地は，森林委員会的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1】）計画にしたがってその監督のもので運営されている。第3に，政府は，森林委員会を通じて且つそ
の管理のもとで，植林及び改良された森林経営を奨励するために，森林及び森林地の私的な所有者
　　　　　　　（12）に助成金を与えた。かくして，その計画は，国家が少くとも500万エィカーの生産的な森林をもつ
ことにあったが，そのうち300万エイカーは，委員会によって草木のなかった土地への植林でえら
　　　　　　　　（13）
れたといわれている。
　（H）　国家の空港は，専門的な業務であるけれども，現在まで直接に航空大臣の監督下にある公
務員によって管理されていた。イギリスは三つの地区に分割され，その各地区に，その地区の空港
及びそれに附随する無線局を含む施設の監督と行政上の管理について，省の本局に対して責任を負
う統制官が存在した。しかし，ロンドン空港は，直接，支配人（General　Manager）の支配下にあ
った。空港の日常の運営は，空港の本質的業務と同様に，航空運輸の統制，電気通信，消防と警察
及び運送技術を含めたすべての業務を監督する飛行場司令官（Aerodrome　Commandant）の手中に
　（14）
ある。
　1939年前には，直接航空省によって管理されていたクロイドンのような若干の国際空港を除い
て，空港は地方自治体または私企業によって所有または管理されていた。これらには，リバプール
地方自治体によって所有されていたスペリー空港及びマンチェスターによって所有されていたリン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）グゥェイ空港のようなイギリスでは最大且つ優秀な空港が含まれていた。第2次大戦の勃発と同時
にリングウェイ空港を除くすべての大きな飛行場は，英国空軍（RAF）によって徴発された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　1945年の「イギリス航空事業の将来」に関する白書は，すべての空港の所有権及び管理を国家に
保留し，そこで予定された業務を行なうべきであるという政府の意図を明らかにした。この政策は
　　　　　　　　　（1ア）次の理由で擁護された。第1に，ターミナル施設・滑走路の建設・準備・維持に要する空港の設備
費用は巨額であるから，国家資金によらねば大都市でさえもこれらの施設を建設できない。第2に
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戦時中に，軍需用の飛行場の発達に支出した国家資金は，巨額であったことである。
　こうして，多くの空港は戦時中の徴発以降戦後にいたるまで国家の所有または管理下におかれて
いた。その例外はリングウェイ空港であった。1950年に，省は実際にマンチェスターからリングウ
ェイを買収するために申込みをしたが，この申込は結局拒絶された。1954年に，市議会と締結した
協定は，重要な規模で国家援助をともなう地方自治体の所有及び管理の先例を確立した。それは，
10年前には国家政策に反するものとして否定されていた原理であった。しかし，省は，リバプール
及びバーミンガムに，先例にしたがうこと及び彼等が開拓した飛行場の責任を取戻すことを説得で
きなかった。
　1952年から，charter　flyingの急速な発達にともなって，小さな飛行場の地方公共団体及び私人
の所有権は，ふたたび彼等にもたらされた。そして，1960年までに，省は公共用に認可された51の
飛行場のうち26を所有するかまたは直接管理していた。残りのうち16は地方自治体によって所有さ
　　（18）れていた。政府所有の26の空港は，1959～60年に全体で550万ポンドの損失であったし，剰余金を
得た空港は皆無であった。而も，この損失のうち50万ポンドは，「社会的に必要な」空港によって
　　　　　（19）　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）もたらされた。こうして，省は着陸料金の値上げを主張した。それと同時に，省の長期の目的は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）空港に負債をつくらせずに管理させることに向けられた。かくして，政府は，1961年に，三つのロ
ンドン空港及びプレストウイチ空港の経営をパブリック・コーポレーショソに委ねることを提案し
　　（22）（23）
たのである。
　この簡単な描写からでも，次のようなことを指摘できるであろう。国家は，国家政策上重要な場
合にのみ空港を所有管理するのである。それは，戦時中における国家所有の経験及び戦後における
「社会的に必要な」空港の国家所有の事実に鑑みて明らかである。しかし，その場合を除いては，
空港の国家所有形態は平時には漸次減少するように思われる。すなわち，資本主義国有化の特徴と
して，「国有化の目的は一一国有化産業部門を経営する資本家に安い商品をサーヴィスを提供する
　　　（24）ことである」と指摘されているが，空港の場合には，このような商品，サーヴィスに乏しいからで
ある。また，本章本節註⑳で触れたように，1955年の政策転換に鑑みて，社会的に必要でない空港
に対して巨額の国家資金の放出は，考えられないからである。
　（皿）第2次大戦中及び戦後に，農業省は短期間の供給であったが，多くのサーヴィスすなわち
労働，機械その他に関するサーヴィスを農民に準備した。これらは減少したが，若干はまだ残存し
　　（25）
ているo
　農業省の行なった多くのサーヴィスは，戦争及びそれにともなう物資不足という事態に対処する
　　　　　　　　　　　　（26）ための臨時的なものであった。この点については，すでに，第2章及び第3章第2節で述べたの
で，ここではさらに触れない。
　現在，農業省が行なう若干の事業は，主として，農業経営についてであった。すなわち特殊化さ
れた装置の使用を要する農業経営は他にとるべき水源が不適当な場所または土地の性質が非常に困
難であるところの地域で，払戻金の基礎にまだ運営されている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）　それには，土地の排水及び水の供給がある。
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　（IV）　イギリスでは，政府が一定の産業を保護するために取引主体として経済生活に関与する場
．合がある。すなわち，ダンディに集中している国内産業を保護するために，黄麻（Jute）及び黄麻製
品の輸入は，一種の国家独占とされていた。すなわち，商品はJute　C・ntr・1によって輸入され，而
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）も，それは商務省の一般的な監督のもとで処理されている。
　その国内産業を保護するために次のように行なわれる。つむいだ糸及びかぽんは輸入され，管理
費用を償う程度のわずかの値上げで転売される，一種の粗い麻布は輸入され20パーセントの値上り
で転売される，すべての他の商品の再販売価格は輸入価格に依存するし，而も，ダンディで生産さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）れる類似の商品の販売価格と同程度にされている。
　このようにして，政府はその国内産業を保護しているが，政府は同時に多くの利益を獲得してい
（30）
た。すなわち，1959年までC・ntr・1の全売上高は約850万ポンドであったが，大蔵省にもたらした
　　　　　　　　　　　　　　（31）純利益は約200万ポンドに達した。この利益はほとんど衣類及びかばんの値上りの大きさによるし，
さらに，これは商務省及び黄麻業者とインド，パキスタン政府との間に交渉，ダンディ産業と黄麻
製品の商人及び使用者を代表するイギリス黄麻製品協会（United　Kingd・m　Jute　G・・ds　Ass・ciatiQn）
　　　　　　　　　　　　　　（32）との間の交渉に係る問題であった。
　このようなJute　C・ntr・1及び商務省の役割は極めて興味深い存在である。
（1）　Grove，　op　cit．　P．407．
（2）　Grove，　op　cit．　p．53．
（3）占部前掲書27】～2頁。
（4）　Grove，　op　cit．　P．53．
（5）占部前掲書271～2頁Q
（6）　Grove，　op　cit．　P．408．
（7）占部前掲書272頁。
（8）第4章第3節註（3）（4）を参照。
〈g）　Robson，　op　cit．　p．53．
⑩　Robson，　op　cit．　p．61．
⑪　Grove，　op　cit，　p．407．
⑫　Grove，　op　cit．　pp．263，265．
⑬　Grove，　op　cit．　p．408．
⑭　Grove，　op　cit．　p．408．
⑮　Grove，　op　cit．　p．412．
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⑰　Grove，　op　cit．　p．412．
O＄　Grove，　op　cit．　p．413．
⑲　Grove，　op　cit．　p．409．
⑳　イギリス航空会社及び外国航空会社からきびしい批判をうけた（Grove，　op　cit．　p．409）。
⑳　Grove，　op　cit。　p．408．
㈱　Grove，　op　cit．　pp．408～9．
㈲　さらに，省は1955年からある程度まで予算特別委員会（Select　Committee　on　Estimates）の圧力に応え
　るために，空港を地方自治体所有へ移管するために積極的な政策を実施した。そして，1961年現在に，少
　なくとも七つの国有空港を地方自治体所有へ移管することを提案している（Grove，　op　cit．　P．413）。
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第5章　総 括
　我々は，これまでに，取引者としての政府の歴史的背景，理論的背景及びその実態を考察してき
た。そこで，我々は，この考察の結果次のような事実を知ることができた。
　イギリスにおける取引者としての政府は，イギリス資本主義が生みだした一つの歴史的所産であ
り，而も，イギリス人特有の経験主義的方法の中に生まれたのである。換言すれば，イギリス資本
主義経済の後退が，この取引者としての政府という政府官庁企業形態を生みだしたのである。それ
は，主として，次のような目的をもっている。第1は，国家が事業の利潤が大なることに着眼し
て，それを国家財政の源泉とするために，直接にその事業を経営することである（例・郵便局，
Nati・nal　Stud）。第2は，ある種の事業は，その性質上国民生活において極めて重要であるため，国
家がその事業を経営することによって，サーヴィスを適正な価格で公平に提供する場合である（例
・郵便局），第3は，国家が，国民生活を維持するという観点から，産業を保護する目的のために，
国家資金の放出を背景としてある種の事業を経営する場合である（例・森林委員会，商務省が行なう黄
麻の取引，輸出信用保証局）。第4は，国家が，事業の性質上多額の資金を必要とするかあるいは利潤
を得ることができないために，地方自治体，私企業の経営を期待できないときに，その事業を経営
ナる場合である（例・空港）。
　以上に述べた事実は，必ずしも取引者としての政府に特有のものではない。特に，第2の点は，
経営・財政・政治・行政の自主性を特色とするパブリック・コーポレーション制度の有力な存在理
由であった。すなわち，パブリック・コーポレーションは，ある種の事業を能率的に経営をし，そ
のサーヴィスを適正な価格で公平に国民に提供するために認められたのである。
　そこで，一我々は，取引者としての政府の制度目的をパブリック・コーポレーションのそれと対比
して，第1，第3，第4の点にみいだすことができる。こうして，国家は，強力な統制権と国家資
金を背景として，今までに述べたような事業を経営するのであった。
　このような目的を具有していた取引者としての政府は，わが国においては経済法の範疇にはいる
ような特別法を根拠として経済生活の場に登場したのであった。そして，それは極めて重要な役割
を果していった。政府は，国家資金の源泉として，物的資源の調達のために，それを最大限に利用
したのである。而も，政府はその政策を郵便局及び輸出信用保証局にそのまま反映させ，経済生活
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に直接関与していくことによって，経済政策の具体的実現を企図．したのであった。
　このように，特別法を背景とした取引者としての政府は，経済生活上重要な地位を占めていたの
である。それ故に，多くの研究者からの批判にも拘わらず，政府は，現在もな率その地位を堅持し
ている。
　この簡単な叙述からも明らかのように，取引者としての政府の経済生活に占める地位は，資本主
義社会では極めて重要であった。それ故に，我々は，それを無視できないし，またそれを正しく把
握しなければ，国家と産業との関係を理解できないであろう。そして，取引者としての政府の実態
を正しく把握することは，国家が行政法，経済法を背景として経済生活に干渉してゆく行政権の流
れを知るためにも必要である。そこで，次の機会に，国家が経済生活に関与していく背景特にその
法構造について具体的に考察するつもりである。
　この小稿は，イギリスの書物を中心として本テーマの問題意識の下でえられたイギリスにおける
取引者としての政府の一一・一・応の印象であるが，この印象が正しいものであるか，否か，これをきっか
けにして，他日，もっと深く突込んでみたいと思う。
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　　　　　　　The　Government　as　a　Trader　in　England
－To　Understand　the　Part　of　the　GovernmeIlt　in　a　State　of　Capitalism一
Kin－ya　KimOtO
　One　of　the　largest　characteristics　which　the　part　of　the　state　in　England　is　different　from　that　of
Japan　is　traditionally　in　free－competition　based　on　non－interference．　The　state　in　England　stands　asユt
were‘‘out　side”the　economic　system，　acting　as　an　umpire，　adjuster　and　patron，　but　not『as　a　direct
partlclpant・
　Under　the　system　of　law　based　on　non一童nterference，　private　property，　freedom　of　contract　and
liability　of　fault　which　are　fundermental　principles　of　the　law　in　capitalism．　The　state　necessarily
played　an　important　part　to　protect　the　private　property．　Therefore，　a　state　didn’t　take　part　in　econo・
mic　life．
　But，　with　the　growth　of　capitalism　in　the　world　and　the　violence　of　cQmpetition　England　began　to
lose　the　lead　in　the　world　since　the　end　of　the　19th　century，　so　the　government　of　England　directly
began　to　participate　in　the　economic　Iife　to　take　back　the　place　in　the　market　or　to　bring　up　her
industry．
　England，　however，　adheres　to　the　separation　of　the　government　and　econolhy　in　the　background　of
the　traditional　non－interference　and　of　the　consciousness　of　the　right．　Moreover，　England　has　not　give
up　this　idea　today．　It　is　said　that　direct　interference　by　the　state　is　admitted　exceptionally　in　case　of
the　reasonable　cause．
　There　are　some　methods　and　ways　in　the　interference　in　economy　by　the　state．　The　object　of　th6
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interference　in　economy　is　production，　transactions，　distribution　and　consロmption．　Especially　under　the
capitalism　which　commercial　transactions　are　fundamental，　it　is　most　important　for　the　state　to　interfer
transactions．　The　ways　of　the　interference　in　transactions　by　the　state　are　classified　as　follows．　The
first　is　the　case　which　the　state　postively　interfers　in　a　market・place　as　the　subject　of　transactions．　The
second　is　the　case　which　the　state　interfers　in　a　market・place　not　as　the　sublect　of　transactions，　but　as
the　outsider．
　　After　the　second　war，　England　has　nationalized　important　industries　to　solve　various　contradiction
of　the　capitalism．　But　in　this　case，　the　government　directly　did　not　possess　and　manage　them．　She　has
adopted　public　corporation．　On　the　other　hand，　there　are　Government　Depertment　enterprises　today
that　is　one　of　the　ways　of　nationalizat互on．
　　Thus，　I　attempt　in　this　article　to　make　clear　the　part　of　the　government　as　a　trader　in　economic
life．　I　hope　this　article　will　serve　as　a　good　reference　for　understanding　the　theory　and　working　of
the　interference　of　the　government　in　economy．
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